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社会全体で子育てを支える
自治体・企業・NPO等による子育て支援事業

　社会全体で子育てを応援する事業の一つと
して、自治体が企業の協賛を得て、子育て家
庭に優待カードを発行し、割引やポイントな
どのサービスを提供する「パスポート等事業」
がある。
　また、近年、「パスポート等事業」以外に、
企業やNPO等が、自治体や学校等と連携し
て、親子や子ども対象イベントや子育て相談
などの多様な子育て支援を実施する「企業・
NPO等連携事業」が広がってきている。
　内閣府では、社会全体で子育てを応援する
「企業参加型の子育て支援事業」を「パスポー
ト等事業」と「企業・NPO等連携事業」の
２事業に分類し、取組状況の実態や推進に当
たっての課題を整理し、今後の全国における
子育て支援の取組の一層の推進に役立てるべ
く、「企業参加型子育て支援サービスに関す
る調査研究」（※１）を実施した。
　また、2012（平成24）年３月には、これ
らの企業参加の子育て支援の取組や課題など
を共有し、社会全体で子育て家庭を支援する
機運の醸成を図るため「企業参加の子育て支
援全国会議」（※２）を開催した。

１ 　「企業参加型の子育て支援サー
ビスに関する調査研究」結果より

（「パスポート等事業」の取組の広がり）
　前回の2009（平成21）年度実施の『「企
業参画型の子育て支援事業」に関する取組状
況等調査』においては、「パスポート等事業」
を実施しているとの回答は40道府県、実施
予定が１県であった。今回調査では、実施し
ているとの回答が43道府県、実施予定が３
県であり、合わせて46道府県となった。また、
東京都では６区で実施されており、「パスポー
ト等事業」については、47都道府県すべて
に取組が広がっているといえる（図１）。

（「企業・NPO等連携事業」開始のきっ
かけや時期）
　「企業・NPO等連携事業」を開始したきっ
かけは、「住民やNPOなどから要望があった」
が21.0％と最も多く、次いで「他の自治体
で先行している取組に倣った」、「知事・市町
村長が提唱」となっている（図２）。また、
開始時期については、「平成23年以降」が最
も多く、次いで「平成22年」となっており、
近年になって取組が広がっていることが分か
る（図３）。

合計 都道府県 政令市･中核市･23区

23年度（件数）
（割合）

70（N=120）
（58.3％）

※実施66件、予定４件

46（N=47）
（97.9％）

※実施43件、予定３件

24（N=73）
（32.9％）

※実施23件、予定１件

21年度（件数）
（割合）

56（N=129）
（43.4％）

※実施52件、予定４件

41（N=47）
（87.2％）

※実施40件、予定１件

15（N=82）
（18.3％）

※実施12件、予定３件

図１　パスポート等事業の実施･実施予定の自治体の状況
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図２　実施の背景・きっかけ（SA）
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※無回答は除く。

図３　開始時期
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第１節　子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように
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（利用者は「自治体と企業は連携して
知恵を出し合ったほうがよい」と考え
ている）
　国民に対して「企業参加型の子育て支援事
業」を推進するにあたり、自治体と企業・商
店街・お店が連携して、知恵を出し合ったほ
うがよいかを尋ねたところ、「そう思う」が
29.3％、「まあまあそう思う」が55.2％で、
合わせて84.5％が知恵を出し合った方がよ
いと思っている（図４）。

２ 　「企業参加の子育て支援事業全
国会議」

　2012年３月に開催された「企業参加の子
育て支援事業全国会議」において、上記の調
査結果を踏まえ、「企業参加型子育て支援サー
ビスに関する調査研究」研究会渥美由喜委員
長より、調査結果及び課題について報告を
行った。
　また、社会全体で子育て家庭を支援するた
め、自治体・企業・NPOの参加による「子
育てネットワーク協議会」などを組織し、情
報交換を行うとともに課題などを共有しなが
ら、子育て家庭への支援事業の一層の推進や、
地域の活性化を図ることが必要との提言がな
された。

（※１） 「企業参加型子育て支援サービスに関
する調査研究」について

　下記のような３つの調査を実施するととも

に、参考となる事例集を取りまとめた。
① 地方自治体における取組状況等の調査：自
治体を対象として郵送調査を実施。978自
治体から回答（2011（平成23）年11月
１日～11月18日）。

　注） 東北３県（岩手県、宮城県、福島県）
の全市町村を除く

② 企業に対するアンケート調査：子育て支援
事業に取り組んでいると思われる企業
（1,000社）を対象として、郵送調査を実
施。445社から回答（2011年11月１日～
11月18日）。
③ 国民に対するインターネット調査：18歳
未満の子どものいる男女を対象に、登録モ
ニターへのアンケート調査を実施。
11,890人から回答（2011年11月２日～
11月25日）。
④ 事例集：パスポート等事業45件、企業・
NPO等連携事業40件を掲載。
　 　詳細は、内閣府ホームページ　http://
www.8.cao.go.jp/shoushi/cyousa/
cyousa.htmlを参照。

（※２） 「企業参加の子育て支援事業全国会議」
について

　詳細は、内閣府ホームページ
http://www8.cao.go.jp/shoushi/11premium/
index.htmlを参照。
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図４　 自治体と企業・商店街・お店が連携して、知恵を出し合っ
た方がいいと思いますか。（SA）
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